様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021　年　1　月　13　日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）トウカイトウキョウフィナンシャル・ホールディングス
                              　一般事業主の氏名又は名称　
東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社
（ふりがな）イシダ　タテアキ
                              （法人の場合）代表者の氏名　石田 建昭  印
住所　〒103-6130 東京都中央区日本橋2-5-1　
髙島屋三井ビルディング
法人番号　1010001034202　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年3月期統合報告書

	公表日
	2020年10月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社
ホームページ　ホーム > 株主・投資家の皆さまへ > 財務情報・IR資料室 > アニュアルレポート（統合報告書）
http://www.tokaitokyo-fh.jp/investors/financial/annualreport/
記載箇所：8ページ、18ページ、30ページ

	記載内容抜粋
	当社グループのデジタル戦略として、CIO体制の下で「新時代のデジタル戦略（東海東京デジタルワールド）」や「資産形成層向けFinTechサービス」、「ブロックチェーンやDXがもたらす金融ビジネスの革新」について公表。
ブロックチェーン等FinTech技術を活用し、当社グループのみならず、グレートプラットフォーム機能の提供先（ネットワーク）を最大限に活用し、金融の他、地方創生などの様々な業務・サービスを変革していく。
また、「生産性革命と人財育成」を経営計画の主要施策の１つに掲げ、ビジネス戦略と併せ、業務遂行における生産性向上と社員の成長・育成を具体的に促している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議にて重要事項を審議済み




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年3月期統合報告書

	公表日
	2020年10月30日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社
ホームページ　ホーム > 株主・投資家の皆さまへ > 財務情報・IR資料室 > アニュアルレポート（統合報告書）
http://www.tokaitokyo-fh.jp/investors/financial/annualreport/
記載箇所：18ページ、30ページ

	記載内容抜粋
	当社グループのデジタル戦略として、CIO体制の下で「新時代のデジタル戦略（東海東京デジタルワールド）」や「資産形成層向けFinTechサービス」、「ブロックチェーンやDXがもたらす金融ビジネスの革新」について公表。
また、生産性向上 及び 人財育成の具体的な施策（過去実績と今年度の取り組み）を公表。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	経営会議にて重要事項を審議済み




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2021年3月期 第2四半期決算短信　3ページ
2020年3月期統合報告書　30ページ、49・50ページ

	記載内容抜粋
	当社ではグループCIO（代表取締役副社長）を任命し、グループ全体のITシステム・デジタルを統括する体制を導入済み。
グループにおけるデジタライゼーション戦略の加速・強化を目的として「デジタル戦略グループ」を新設。
中核会社である東海東京証券では、経営管理における効率化（RPA推進等）を担う企画部イノベーション推進室、営業活動の高度化（データベース・マーケティングの高度化・顧客セグメント戦略）を担う営業統括部が主導。
関係会社でブロックチェーンエンジニアを有する「Hash DasH」、暗号資産交換業者である「Huobi」など、グループネットワークを最大限に活用。
人事制度・人事戦略として、人事企画部においてデジタル人材（若手社員）の社内育成・ITに強い海外大学院への留学、新卒採用、外部採用等を積極化している。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2020年3月期統合報告書  30ページ
2021年3月期第2四半期決算 説明会資料 本編　27ページ

	記載内容抜粋
	資産管理アプリサービス「マネーコンパス・ジャパン」及びスマホ専業証券「3.0証券準備(株)」を新設。また、デジタル証券取引所運営「iSTOX」及びシステム開発会社「Hash DasH」に対して出資。
経営管理の効率化においては、RPA導入による業務時間の削減実績時間を計測。時間削減効果として人材の有効配置を促進。
リテール営業（成熟層と次世代資産形成層の両セグメント）におけるデータベース・マーケティング活用に関しては顧客コンタクト率や稼働率の推移・効果を月次でモニタリングし、効率的に実績を上げている



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	プレスリリース
・「トーセイグループとの不動産証券化およびセキュリティトークン取引所への上場に向けた実証実験に関するお知らせ」
・「スマホ専業証券の設立について」
[bookmark: _GoBack]

	公表日
	2020年7月9日
2019年11月8日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社
ホームページ「プレスリリース」
http://www.tokaitokyo-fh.jp/news/pressrelease/

	記載内容抜粋
	セキュリティトークンビジネスの実証実験（シンガポールのデジタル証券取引所への上場予定：2021年2月）
スマホ専業証券の開業（今春予定）及び取扱商品の順次拡大（今夏予定）
事業戦略や施策全般について、目標達成までのロジックツリー（KPI）を設定し、事業部門内での月次モニタリングとグループ各社による四半期毎のPDCA管理により、進捗状況を経営レベルで共有し、次の打ち手を的確に実施・推進している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年11月27日
2020年9月28日

	発信方法
	2021年3月期第2四半期決算 説明会（webミーティング）
プレスリリース「SDGs宣言」制定のお知らせ

	発信内容
	未来戦略の推進として、「東海東京デジタルワールド」の事業目的、具体的な戦略と機能一覧、SDGs／地方創生に貢献するブロックチェーンの活用、次世代の資産形成層向けの金融サービスツールとしての機能紹介。
当社グループの先端的なデジタル技術の広範な活用、イノベーティブな事業活動によって、地域・人・地球環境を大切にしていく旨を、当社グループのSDGs宣言として公表。



[bookmark: _Hlk69810596]　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　年　　月頃　～　　　年　　月頃
IT関連会議：必要応じて随時開催随時開催
総合リスク管理委員会：月例開催

	実施内容
	新規・改修案件はIT関連会議でリスク・コストを検証。
現行ITシステム・運用体制で生じる課題（重大な障害・リスク）はCIOを中心に議論し、社内会議／総合リスク管理委員会にて経営トップに報告。
投資・出資先のFinTech企業や社外取締役及び外部ICT企業等からのデジタル関連の最新情報も得て、現状の戦略を多面的にレビューし、必要に応じて方針あるいは戦術を軌道修正している。
課題把握の為の取り組み及び結果については、別紙資料を参照。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2020年2月頃　～　2020年7月頃


	実施内容
	第三者機関によるシステムリスク管理態勢及びサイバーセキュリティ管理態勢に関する監査を実施済。
・金融庁「金融商品取引業者等向けの総合的な監督指針」Ⅲ－2－8システムリスク管理態勢の評価項目と諸手続に基づき評価を実施。実施概要は以下の通り。
1 当社グループのシステムリスク管理態勢、グループの重要なシステム、ネットワーク、重要情報を管理するサーバ、イントラネットシステムの運用状況及びサイバーセキュリティ管理態勢の評価
2 外部からの攻撃に対するサイバーセキュリティ管理態勢の評価
3 セキュリティ脆弱性診断（ペネトレーションテスト）
当社グループにおいて、情報処理安全確保支援士3名を有する。資格取得者の拡大に向けた育成を継続し、サイバーセキュリティ等のリスク対策の強化を進める方針。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

